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平成２４年度 普通会計概要 

 現在の地方公共団体の公会計制度は、その年度にどのような収入があり、それをどのように使ったかといっ
た現金の動きが分かりやすい反面、市が整備してきた資産（道路、学校など）やそれに伴う借入金などの情報
や、市民サービスのために要した費用などの情報が不足している弱点があります。 
 企業会計的な手法をとり入れ、それらの弱点を補うのが国が推奨する「新地方公会計制度」です。 

新地方公会計制度（公会計改革）の概要 

 全ての地方公共団体は、総務省が示した２つの公会計モデル（基準モデル
又は総務省方式改訂モデル）のうち、いずれかを選択し、市の一般会計だけ
でなく、特別会計や関連団体まで含めた連結会計の財務４表を整備すること
とされた。 
 
【財務４表】   
 貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書 
 

【資金収支計算書】 
 

  市の現金預金がどのように増減してい 

るかを性質別に区分して整理したものが、 

資金収支計算書です。 

期首資金残高                       9.2億

当期収支           

（内訳） 

 １．経常的(収支）        

 ２．公共投資整備（収支） 

 ３．投資・財務（収支） 

期末資金残高                      12.4

【貸借対照表】 
 

 貸借対照表とは、市の施設、市の所有する現金や債権、資産形成の

ために投資された資金などが、どのくらいあるかを示したもので、資産、

負債、純資産の３つの要素で構成されています。表の左右の合計額が

等しくなることからバランスシートとも呼ばれています。 

資  産             722.9億

円 

 市が所有している財産の内容と

金額です。 

（内訳） 

１．道路、学校、庁舎など 638.4億

円 

                

２．基金、出資金など       

                                   

３．現金預金       

負  債          232.4億円 

 借入金（地方債）や将来の職員

の退職金など、将来世代の負担で

返済していく債務です。 
 

純資産         490.5億円 

 支払いが済んでいる正味の資産 

です。 
 

【純資産変動計算書】 
 

 市の純資産（正味の資産）が、どのように 

増減したかを示します。 

期首純資産残高         491.1億

当期変動高         

（内訳） 

１．純経常行政コスト 

２．地方税、地方交付税 

３．補助金、その他 

 

期末純資産残高              490.6億円 

【行政コスト計算書】 
 

 市の行政活動は、福祉や教育などの

人サービスや給付サービスの提供など、

資産形成につながらない行政サービス

が大きな比重を占めています。 

 そのためのコストがいくらかかっている

かを整理したものが、行政コスト計算書

です。使用料や手数料を差し引いた純

経常行政コストは、143.2億円で、１人当

たり平均では38万円です。 

純経常行政コスト     （Ａ）－(B)                     143.2億円 

 経常費用から経常収益を差し引いた行政コストです。 

経常費用        （Ａ）                      146.4億円 

（内訳）１．職員給、退職手当など                   
     ２．物品、電気、水道、修繕、減価償却など     

     ３．社会保障、補助金など            
     ４．その他                           
                           

経常収益        （Ｂ）                        3.2億円 

 行政サービスの利用で市民が直接負担する施設使用料や手数料などです。 

※ 地方税は純資産変動計算書の２．地方税に計上しています。 

① 市民１人当たりの資産は、             190万 円    ② 市民１人当たりの負債           61万円              

③ 市民１人当たりの行政コスト                38万円 

（住民基本台帳人口 38,114人 （H25.3.31現在） 

  44.4億円 

   

   12.4億円 
   
  27.7億円 

   3.2億円 

   

  38.3億円 

△11.8億円 
△23..3億円 

  △0.5億円 

 

△ 143.2億円 

    96.0億円 

 31.7億円 

 52.2億円 

 59.2億円 

－1－



平成２４年度 連結会計概要 

 市では普通会計で行っている事業のほかにも、水道、下水道事業や国民健康保険事業など、市民の皆様と密接
な事業を行っています。また、こうした市自らが行う事業とは別に、広域消防や公益法人などを通じた事業もありま
す。 
 下の図のように、市の財政は普通会計のみで成り立っているのではないため、真の行方市の姿を把握し、分析
するには、普通会計に加え、広域消防や関係法人等までを対象とした連結財務書類が必要になります。なお、連
結に際しては、各会計間・法人間での取引などは連結会計の内部取引として相殺消去しています。 

                                       ③ 連結会計 

 

連結会計の範囲 

① 普通会計      ・一般会計 

② 単体会計 
・国民健康保険特別会計       
・介護保健特別会計（保険事業、介護サービス事業） 
・後期高齢者医療特別会計 
・農業集落排水事業特別会計        
・特定環境保全公共下水道事業特別会計 
・流域関連公共下水道事業特別会計 
・戸別浄化槽整備事業特別会計 
・水道会計 
 

・鹿行広域事務組合 

（一般会計、老人ホーム、 

消防、火葬場、介護審査会） 

・茨城県市町村事務組合 

・茨城租税債権機構 

・茨城県後期高齢者医療連合 

・行方市土地開発公社 

・行方市開発公社 

・行方市社会福祉協議会 

 

【連結貸借対照表】 
  連結対象の各会計・組合・法人を１つの行政サービス実施主体とみなし、行方 

市全体の資産や負債のストック情報を網羅した財務書類が連結貸借対照表で

資  産             991．4億

円 
 連結ベースの市が所有している財
産の内容と金額です。（内訳） 

１．道路、学校 等                    
２．特目基金、出資金 
 などの投資等 

                                   
３．現金預金  
                             

４．財調･減債基金 
                

負  債         309.2億円 

 連結することにより、水道や下 

水道の借入金が加算されていま

す。 

 

純資産         650.3億円 
 支払いが済んでいる正味の資
産です。 

 

【連結資金収支計算書】 
 

 連結して市の現金の収支がどのように 

増減しているかを表したのが連結資金 

収支計算書です。 

期首資金残高                  20.8億円 

当期収支                   

（内訳） 

 １．経常的       

 ２．公共投資整備    

 ３．投資・財務                 

期末資金残高                     25.4億円 

【連結純資産変動計算書】 
 

 連結して市の純資産の増減を表したの 

期首純資産残高                648.6億円 

当期変動高                 

（内訳） 

１．純経常行政コスト   

２．地方税、地方交付税 

３．補助金、その他     

期末純資産残高                650.3億円 

【連結行政コスト計算書】 
 
 行政コスト計算書の考え方を連結対象の各会計・組合などに 
適用し、１つの行政サービス実施主体とみなして作成したもの 
が、連結行政コスト計算書です。 
 国民健康保険や介護保険など、市が行う福祉事業は、特別 
会計で行うものが多いため、社会保障費の割合が高くなって 
います。また、経常収益は、分担金や保険料が大きくなってい 
ます。 

純経常行政コスト               （Ａ）－(B)          190.8億円 

 経常費用から経常収益を差し引いた行政コストです。 

経常費用            （Ａ）                   270.5億円 

（内訳） 

１．職員給、退職手当など               

２．物品、電気、水道、修繕、減価償却など    

３．社会保障、補助金                   

４．その他                                   12.3億円 
                           

経常収益           （Ｂ）                      79.7億円 

 行政サービスの利用で市民が直接負担する施設使用料や

手数料などです。 

※ 地方税は純資産変動計算書の ２．地方税に計上してい

ます。 

① 市民１人当たりの資産は、             260万 円    ② 市民１人当たりの負債          89万円                

③ 市民１人当たりの行政コスト                50万円 

    負債の額が大きくなっているのは、水道や下水道での整備に借り入ているためです。 

   4.6億円 

  48.0億円 
△12.7億円 
△30.7億円 

    1.7億円 

△190.8億円 

   96.0億円 
   96.5億円 

   45.9億

円 

   67.4億

876.4億円 

 

 61.2億円 

 

  25.4億円 

 

 24.5億円 

 

  2.9億円 

－2－



【貸借対照表】 Ｈ25.3.31現在 (単位：千円）

（資産の部） （負債の部）

１．公共資産 １．固定負債

(１)インフラ資産 (1)地方債

(２)教育資産 (2)退職手当引当金

(３)環境衛生資産

(４)産業振興資産 ２．流動負債

(５)その他事業資産 (1)翌年度償還予定地方債

(６)売却可能資産 (2)賞与引当金

２．投資等

(1)投資及び出資金 負債合計

(2)基金等 （純資産の部）

(3)その他 １．公共資産等整備国県補助金等

３．流動資産 ２．公共資産等整備一般財源等

(1)資金 ３．その他一般財源等

(2)財調、減債基金 ４．資産評価差額

(3)未収金等 純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

【純資産変動計算書】 ＊市民一人当たりの貸借対照表

Ｈ24.4.1～Ｈ25.3.31 （単位：千円） (   )内は、昨年度の金額です。

１．期首純資産残高

２．資産の減

(1)純経常行政コスト

３．資産の増

(1)地方税

(2)地方交付税

(3)補助金

(4)その他

４．資産の減

(1)臨時損益等

５．期末純資産残高 参考：住民基本台帳人口 Ｈ25.3.31現在

３８，１１４人 （３７，６９５人）

純資産増加額（期末－期首）

49,058,518

△ 47,186

49,105,704

△ 422,194

14,698,725 資産

①行方市の
　普通会計額
１９０万円

（１８８万円）

負債
①６１万円

（６１万円）

△ 14,323,717

3,642,646

5,962,330

純資産
①１２９万円

（１２７万円）

3,702,195

1,391,554

△ 422,194

2,446,963

81,293 49,058,518

72,299,299 72,299,299

3,768,956 45,565,408

1,240,700 △ 8,195,301

28,757

698,994 23,240,781

3,475,971

272,577 11,659,654

235,160 161,557

4,447,542

5,589,817 1,765,688

5,513,336 1,604,131

21,675,765 4,531,262

4,311,418

64,082,801 21,475,093

26,757,305 16,943,831

①行方市　普通会計の財務書類４表(総務省方式改訂モデル)

平成２４年度　簡潔な要約版
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【資金収支計算書】 【行政コスト計算書】

Ｈ24.4.1～Ｈ25.3.31 （単位：千円） Ｈ24.4.1～Ｈ25.3.31 （単位：千円）

１．経常的収支 経常費用

２．公共資産整備収支 １．人にかかるコスト

３．投資・財務的収支 (1)人件費

４．当期収支 (2)退職手当引当金繰入等

５．期首資金残高

６．期末資金残高 (3)賞与引当金繰入

２．物にかかるコスト

ａ収入総額 (１)物件費

ｂ支出総額 (２)維持補修費等

ｃ地方債発行額 (３)減価償却費

ｄ地方債元利償還額 ３．移転支出的なコスト

ｅ財調基金等増減

基礎的財政収支（a-b-c+d+e） (1)社会保障給付

(2)補助金等

＊市民一人当たりの純経常行政コスト (3)他会計等への支出

(4)その他

４．その他のコスト

(1)支払利息

(2)回収不能見込

１．経常収益

純経常行政コスト

（経常費用－経常収益）

1,272,236

2,162,314

221,702

①３８万円
　行方市の普通会計額

（３８万円）

329,959

293,476

36,483

324,806

△ 1,090 5,924,439

△ 33,994 2,268,187

2,322,408 2,646,137

1,964,437

5,219,121

18,907,148 2,395,166

18,582,081 177,818

参考：基礎的財政収支（プライマリーバランス）

554,929 364,894

915,633 161,557

14,648,523

△ 1,178,600 3,175,004

△ 2,333,327 2,648,553

3,836,994

325,067

(1)使用料・手数料 147,892

176,914(2)分担金・負担金等

14,323,717

－4－



【連結貸借対照表】 Ｈ25.3.31現在 (単位：千円）

（資産の部） （負債の部）

１．公共資産 １．固定負債

(１)インフラ資産 (1)地方債

(２)教育資産 (2)退職手当引当金

(３)環境衛生資産 (3)その他

(４)産業振興資産 ２．流動負債

(５)その他事業資産 (1)翌年度償還予定地方債

(６)売却可能資産 (2)賞与引当金

２．投資等 (3)未払金等

(1)投資及び出資金 負債合計

(2)基金等 （純資産の部）

(3)その他 １．公共資産等整備国県補助金等

３．流動資産 ２．公共資産等整備一般財源等

(1)資金 ３．その他一般財源等

(2)財調、減債基金

(3)未収金等 純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

【連結純資産変動計算書】 ＊市民一人当たりの貸借対照表

Ｈ24.4.1～Ｈ25.3.31 （単位：千円）

１．期首純資産残高

２．資産の減

(1)純経常行政コスト

３．資産の増

(1)地方税

(2)地方交付税

(3)補助金

(4)その他

４．資産の減

(1)臨時損益等

５．期末純資産残高 参考：住民基本台帳人口 Ｈ25.3.31現在

３８，１１４人 （３７，６９５人）

純資産増加額（期末－期首）

87,640,428 31,606,368

39,903,934 26,429,611

21,675,765 5,176,758

14,324,424

5,608,059 2,504,997

5,893,086 2,163,252

235,160 208,466

6,118,774 133,278

698,994 34,111,365

4,112,967

1,306,813 23,483,993

5,382,748 49,118,396

2,537,396 △ 7,571,804

2,520,945

324,407 65,030,585

99,141,950 99,141,950

64,859,890

資産
①行方市の
　普通会計額
   １９０万円
②行方市の
　連結額
  ２６０万円
（２６０万円）

負債
①６１万円
②８９万円
（９１万円）

△ 19,075,909

19,690,391

3,642,646

5,962,330

純資産
①１２９万円
②１７１万円
（１６９万円）

8,771,418

1,313,997

△ 443,797

△ 443,797

65,030,575

170,685

②行方市　連結会計の財務書類４表(総務省方式改訂モデル)

平成２４年度　簡潔な要約版
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【連結資金収支計算書】 【連結行政コスト計算書】

Ｈ24.4.1～Ｈ25.3.31 （単位：千円） Ｈ24.4.1～Ｈ25.3.31 （単位：千円）

１．経常的収支 経常費用

２．公共資産整備収支 １．人にかかるコスト

３．投資・財務的収支 (1)人件費

４．当期収支 (2)退職手当引当金繰入等

５．期首資金残高

６．期末資金残高 (3)賞与引当金繰入

２．物にかかるコスト

ａ収入総額 (１)物件費

ｂ支出総額 (２)維持補修費等

ｃ地方債発行額 (３)減価償却費

ｄ地方債元利償還額 ３．移転支出的なコスト

ｅ財調基金等増減

基礎的財政収支（a-b-c+d+e） (1)社会保障給付

(2)補助金等

＊市民一人当たりの純経常行政コスト (3)他会計等への支出

(4)その他

４．その他のコスト

(1)支払利息

(2)回収不能見込

(3)その他

１．経常収益

純経常行政コスト

（経常費用－経常収益）

4,795,653

△ 1,273,922 4,587,842

△ 3,066,424 3,561,336

参考：基礎的財政収支（プライマリーバランス）

455,306

2,082,087 815,242

2,537,393 211,264

35,313,207 3,057,524

34,857,900 354,164

2,400,603 3,328,368

2,756,087

△ 381,690 14,962,324

429,101 12,205,882

196,100

275,778

①３８万円
　行方市の普通会計額
②５０万円
　行方市の連結額

757,682

530,697

63,390

163,595

7,976,827

(4)事業収益

(5)その他

19,071,078

160,547

4,913,562

1,919,755

867,158

2,284,564

(1)使用料・手数料

(2)分担金・負担金等

115,805

6,740,056

27,047,904

(3)保険料
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行方市総務部財政課

〔資産の部〕 〔負債の部〕

地方債　　　　　　１００万円

〔純資産の部〕

その他一般財源　△１００万円

　平成２４年度末現在における本市の“資産”は、総額７２３．０億円（前年度７０９．１億円）にのぼり、市
民一人当たりの資産は１９０万円（同１８８万円）となっております。一方で、この資産を形成するための市債
など将来負担である”負債”についても、総額２３２．４億円（同２２８．５億円）にのぼり、一人当たり６１
万円（同６１万円)を抱えていることになるものです。

“負債”とは、将来世代に負担してもらう金額であり、逆に、これまでの世代が既に負担してきた金額は“純資
産”として示しています。公共資産に対する“純資産”の割合は約６８．７％(純資産４９０．６億円／資産７
２３．０億円）で、これまでの世代が支払いを済ませた額が多いことになり、将来世代（約３１．３％）への負
担が少ない行政運営を行ってきたことを表しています。

（例）臨時財政対策債１００万円を借入し、経常費用に使用した場合

0万円

《連結分》
　連結で見ると、“資産”の総額は、９７８．４億円（同９７９．２億円）、市民一人当たりの資産は、２６０
万円（同２６０万円）となっており、一方で、この資産を形成するための”負債”は、市債や企業債など、総額
３３３．６億円（同３４２．４億円）となり、市民一人当たりに換算すると８９万円（同９１万円）にのぼりま
す。

○    貸借対照表（ＢＳ：Ｂａｌａｎｃｅ Ｓｈｅｅｔ）
　本市が市民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産を形成してきた財源（負債、
純資産）を、左右で対照表示したものです。

　「資産」には、市有施設（庁舎・学校・幼稚園・公民館等）や土地などの固定資産や基金、現金・預金など
を計上し、「負債」には、将来償還・負担するべきものとして、主に地方債などを計上、「純資産」は、「資
産－負債」として、国県補助金や一般財源を計上しています。

《普通会計分》

行方市の財務書類の公表について

　このたび、当市の平成２４年度末における市の全会計（普通会計+公営事業会計）と一部事務組合や市出資法
人までを連結した財務書類を作成しましたので、公表いたします。

　本表は、平成１８年８月３１日付け総務省通知による「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための
指針」において示された方針に従い、平成１９年１０月１７日に総務省が公表した「新地方公会計制度実務研究
会報告書」における「総務省方式改訂モデルに基づく財務書類作成要領」に則ったものです。

■    財務諸表の説明と平成２４年度末での状況

平成２４年度　解説
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　一年間（４月１日～３月３１日）の経常的な行政活動のうち資産形成に結びつかない行政サービスに係るコ
スト（人件費等の人にかかるコスト・物件費等のものにかかるコスト）と、対価として得られた財源を対比し
たものです。

《普通会計分》
　平成２４年度に本市が提供した資産形成に結びつかないサービスは１４６．５億円（同１４５．６億円）。一
方、サービス対して市民等から納められた利用料金等の収入が３．２億円（同３．１億円）。差引き１４３．２
億円（同１４２．５億円）の純経常行政コストは、地方税や地方交付税などの一般財源でまかなっています。

○    行政コスト計算書
（ＰＬ：Ｐｒｏｆｉｔ ａｎｄ Ｌｏｓｓ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ）

　また、コスト別に見ていくと、人にかかるコスト（給料、退職金など）３１．８億円（同３２．７億円）、物
にかかるコスト(需用費、委託料など）５２．２億円（同４８．８億円）移転支出的なコスト（社会保障、補助
金など）５９．２億円（同５７．８億円）その他のコスト（支払利息など）３．３億円（同６．３億円）の支出
になっています。

《連結分》
　連結で見た場合、普通会計との比較として、移転支出的なコストが大きく増えています。それは、国民健康保
険事業や介護福祉事業などにより社会保障給付の金額が増えていることによるものです。

また、経常収益として、普通会計にはなかった保険料や事業収益等の収益が計上されています。

○    純資産変動計算書（ＮＷＭ：Ｎｅｔ Ｗｏｒｔｈ Ｍａｔｒｉｘ）
　貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値（資産から負債を引いた残余）が、一年間でどのように変
動したかを表している計算書です。

《普通会計分》
　平成２４年度の本市では、行政コスト計算書でもあったように１４３．２億円（同１４２．５億円）の純経常
行政コストがあり、地方税、地方交付税で９６．０億円（同９７．３億円）と補助金、その他で４７．２億円
（同５８．６億円）を財源としています。平成２４年度は地方交付税については、５９．６億円（同６０．４億
円）と前年度に比べ減額になったものの、一定水準額が確保されたものですが、縮減傾向にあることから経常行
政コストの抑制を図りながらの財政運営が必要です。

○    資金収支計算書（ＣＦ：Ｃａｓｈ Ｆｌｏｗ）
　歳計現金の出入り情報を３つの区分（経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支）に分けて表示し
た財務書類です。本市がどのような活動に資金を必要とし、どのような財源を充当したかが分かります。

　まず、「経常的収支の部」には、人件費や物件費の支出と税収や手数料などの収入を計上しており、日常の
行政活動による資金収支を表示しています。

《連結分》
　連結でみた場合も、傾向は普通会計と同様ですが、財源の中で補助金の占める割合が高くなっています。主な
ものとしては、水道事業や下水道事業等の施設整備に充てた国・県の補助金等があります。

　次に、「公共資産整備収支の部」には、いわゆる公共事業に伴う支出とその財源の状況を表しています。

　最後に、「投資・財務的収支の部」には、出資・貸付金や借金の返済などの支出とその財源である補助金や
貸付金元金の返済金を計上しており、財務活動による資金の出入りの状況を表しています。
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③　作成基準日

④　公共資産

１．公共資産

(2)教育資産

(4)産業振興資産

(6)売却可能資産

(5)その他事業資産

(3)環境衛生資産

○    財務書類の科目の説明（主なもの）
【貸借対照表】

　：農村環境改善センター、帆引き船、道の駅、観光物産館（こいこい）等

　：庁舎、消防自動車、防災無線、情報システム、公用車等

　：遊休資産や未利用資産など売却が可能な資産

　　出納整理期間（～平成25年5月31日）の出納は、基準日までに終了したものとして取り扱いました。

　：総務省により電算処理された昭和44年度以降の地方財政状況調査（決算統計）の数値をもとに作成し、
　　定額法で減価償却を行いました。

　：普通会計で所有する普通財産のうち売却可能な土地を計上し、売却可能価額は、近傍の固定資産税の評価額
　　（Ｈ25年１月１日現在）を用いて算定しました。

　平成２４年度における本市については、公共資産整備収支として１１．８億円（９．５億円）の支出超過、投
資・財務的収支として２３．３億円（３４．３億円）の支出超過、それを経常的収支の収入超過分３８．７億円
（４７．４億円 ）で補ったことになりました。年度末における現金預金は１２．４億円（９．２億円）で、前
年度に比べ３．２億円増加したことになります。

《連結分》
　連結でみた場合も、傾向は普通会計と同様です。公共資産整備収支の部及び投資・財務的収支の部の支出超過
を、経常的収支の部の収入超過分で補い、年度末における現金預金は２３．２億円（２０．８億円）で、前年度
に比べ２．４億円増加したことになります。

《普通会計分》

○    作成する目的
①財政状況の情報公開（説明責任）

・民間手法による分かりやすい財務書類の整備・公表

・連結での財務状況公表（地方公営企業・公社・三セク）

　：総務省が公表した「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成19年10月17日）のうち、
　　「総務省方式改訂モデル」に基づき作成しました。

　：普通会計（一般会計）、全会計（普通会計、その他の会計）、一部事務組合、市出資法人

　：平成２４年度末（平成25年3月31日現在）。

②公有財産等の適格な管理と活用

・財産の把握、台帳管理、未利用財産の売却など

○    作成する基準
①　作成の基準

②　対象とする会計

⑤　売却可能資産

(1)インフラ資産

　：道路、河川等の社会基盤となる資産

　：小・中学校、幼稚園、公民館、図書館、体育館等

　：保健センター、美化センター、衛生センター等
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２．投資等

(1)投資及び出資
金

(2)基金等

(3)未収金等

（純資産の部）

純資産合計

３．(1)社会保障給付

　：行政コスト計算書により算定される数値、行政コスト計算書と一致する

　：前年度末の純資産の額

　：公共施設整備基金、合併振興基金、なめがた振興基金、行方市ふるさと応援寄附金基金等

　：財政調整基金、減債基金、

　：将来の退職手当のうち当期に引当金として新たに繰り入れた分

　：出納閉鎖期日までに納入されなかった税、保険料、使用料、手数料等

　：特別職を含む全職員が仮に年度末に退職した場合の退職手当見込額

　　(2)補助金等

３．流動資産

【純資産変動計算書】

　：委託料、消耗品費、使用料、賃金、備品購入費等

　：児童手当、児童扶養手当、生活保護費、医療費の助成等

　：各種団体等への補助金や負担金など

純経常行政コスト

　：現金預金、資金収支計算書の期末資金残高と一致する

　：純資産変動計算書の期末純資産残高と一致する

　：経常費用－経常収益、純資産変動計算書と一致する

　：公共資産（土地や売却可能資産を除く）に対する減価償却費、資産の種類により１０年～６０年
　　で定額法で計算

(1)資金

(2)財調、減債基金

１．固定負債

　：株券（鹿島アントラーズ等）、出資金・出えん金（水道事業会計出資金、土地開発公社出資金等）

５．期末純資産残高

(2)退職手当引当金

　：昭和４４年度からの補助金

１．公共資産等整備国県補助金等

【行政コスト計算書】

１．(2)退職手当引当金繰入等

    (3)減価償却費

　：今年度末の純資産の額、貸借対照表の純資産合計と一致する

３．(3)補助金

　：資産形成のための財源として受け入れた国、県支出金

２．(1)純経常行政コスト

１．期首純資産残高

２．公共資産等整備一般財源等

　：昭和４４年度からの一般財源

３．その他一般財源等

　：将来負担する一般財源等

２．(1)物件費
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①　普通会計

②　単体会計

③　連結会計

１．経常的収支

　　一般会計

基礎的財政収支(プライマリーバランス）

  ：地方債などの借金を除いた歳入と、過去の借金の元利払いを除いた歳出を比較して、歳出の方が
    多ければ赤字となり、将来の借金負担が増大する。黒字になれば、新たな借金は過去の借金返済
    に充てられるため、財政が健全であることを示す。

  ：地方債の元利償還、発行額などの収支

２．公共資産整備収支

３．投資・財務的収支

    （保険事業、介護サービス事業）

    茨城県市町村事務組合

    後期高齢者医療特別会計

    農業集落排水特別会計

    特定環境保全公共下水道事業特別会計

    流域関連公共下水道事業特別会計

    水道事業会計

    鹿行広域事務組合

    戸別浄化槽整備事業特別会計

    （消防、火葬場、介護審査会、一般会計）

    行方市社会福祉協議会

    茨城租税債権機構

    茨城県後期高齢者医療連合

    行方市土地開発公社

    行方市開発公社

    国民健康保険特別会計

    介護保険特別会計

【連結会計の範囲】

  ：経常的な行政活動の収支で、２．３．の収支に含まれないもの

６．期末資金残高

  ：貸借対照表の現金預金残高と一致する

【資金収支計算書】

  ：公共資産の整備にかかる収支
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